
第一五六回

衆第四〇号

　　　公職選挙法の一部を改正する法律案

　公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）の一部を次のように改正する。

　第四十九条第二項中「又は戦傷病者特別援護法」を「、戦傷病者特別援護法」に改め、

「規定する戦傷病者」の下に「又は介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第

三項に規定する要介護者」を加え、同条第三項を同条第四項とし、同条第二項の次に次

の一項を加える。

３　前項の選挙人で同項に規定する方法により投票をしようとするもののうち自ら投票

の記載をすることができないものとして政令で定めるものは、第六十八条の規定にか

かわらず、政令で定めるところにより、あらかじめ市町村の選挙管理委員会の委員長

に届け出た者（選挙権を有する者に限る。）をして投票に関する記載をさせることが

できる。

　第二百二十七条中「補助すべき者」の下に「及び第四十九条第三項の規定により投票

に関する記載をすべき者」を加える。

　第二百三十七条の二の見出し中「代理投票」を「代理投票等」に改め、同条に次の二

項を加える。

２　第四十九条第三項の規定により投票に関する記載をすべき者が選挙人の指示する公

職の候補者（公職の候補者たる参議院名簿登載者を含む。）の氏名又は衆議院名簿届

出政党等若しくは参議院名簿届出政党等の名称若しくは略称を記載しなかつたときは、

二年以下の禁
こ

錮又は三十万円以下の罰金に処する。

３　前項に規定するもののほか、第四十九条第三項の規定により投票に関する記載をす

べき者が、投票を無効とする目的をもつて、投票に関する記載をせず、又は虚偽の記

載をしたときも、前項と同様とする。

　第二百五十五条第三項中「第四十九条第三項」を「第四十九条第四項」に改める。

　第二百六十三条第四号中「同条第三項」を「同条第四項」に改める。

　第二百七十条第二項中「第三項」を「第四項」に改める。

　第二百七十条の二中「又は第三項」を「又は第四項」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。

　（適用区分）

第二条　この法律による改正後の公職選挙法の規定、次条の規定による改正後の最高裁

判所裁判官国民審査法（昭和二十二年法律第百三十六号）の規定、附則第四条の規定

による改正後の漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）の規定、附則第五条の規



定による改正後の国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律（昭和二十五年法

律第百七十九号）の規定及び附則第六条の規定による改正後の農業委員会等に関する

法律（昭和二十六年法律第八十八号）の規定は、この法律の施行の日以後その期日を

公示され又は告示される選挙又は審査について適用し、この法律の施行の日の前日ま

でにその期日を公示され又は告示された選挙又は審査については、なお従前の例によ

る。

　（最高裁判所裁判官国民審査法の一部改正）

第三条　最高裁判所裁判官国民審査法の一部を次のように改正する。

　　第二十六条中「第四十九条第三項」を「第四十九条第四項」に改める。

　　第四十九条の表中

「 第二百三十七条の二 公職の候補者（公職の候補者たる参議院名
簿登載者を含む。）の氏名若しくは衆議院
名簿届出政党等若しくは参議院名簿届出政
党等の名称若しくは略称又は公職の候補者
に対して○の記号

投票の内容

」

　を

「 第二百三十七条の二
第一項

公職の候補者（公職の候補者たる参議院名
簿登載者を含む。）の氏名若しくは衆議院
名簿届出政党等若しくは参議院名簿届出政
党等の名称若しくは略称又は公職の候補者
に対して○の記号

投票の内容

第二百三十七条の二
第二項

公職の候補者（公職の候補者たる参議院名
簿登載者を含む。）の氏名又は衆議院名簿
届出政党等若しくは参議院名簿届出政党等
の名称若しくは略称

投票の内容

」

　に改める。

　（漁業法の一部改正）

第四条　漁業法の一部を次のように改正する。

　　第九十四条中「第四十九条第三項」を「第四十九条第四項」に改め、同条の表中

「 第六十七条 第六十八条 漁業法第九十一条 」

　を

「 第四十九条第三項 第六十八条 漁業法第九十一条
第六十七条 」

　に改める。

　（国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部改正）

第五条　国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部を次のように改正する。

　　第十三条第十項及び第十三条の二第二項中「第四十九条第三項」を「第四十九条第

四項」に改める。

　（農業委員会等に関する法律の一部改正）

第六条　農業委員会等に関する法律の一部を次のように改正する。



　　第十一条中「第四十九条第三項」を「第四十九条第四項」に改める。



　　　　　理　由

　身体に重度の障害がある選挙人について選挙権行使の機会を拡充するため、郵便等に

よる不在者投票の対象者を拡大するとともに、郵便等による不在者投票をすることがで

きる選挙人のうち自ら投票の記載をすることができないものとして政令で定めるものに

ついて、代理記載の制度を設ける必要がある。これが、この法律案を提出する理由であ

る。



　　　本案施行に要する経費

　本案施行に要する経費としては、衆議院議員の総選挙又は参議院議員の通常選挙につ

いて約一億円の見込みである。


